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2020 年 12 月 16 日 

各      位 

 

会 社 名    株式会社 シーズメン 

  代表者名 代表取締役社長 三河 宏彰 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード 3083） 

問合せ先   経理情報システム課長 保住 光良 

（TEL 03－5623－3781） 

 

 

株式会社スピックインターナショナルの株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 

当社は、2020年12月16日開催の取締役会において、下記のとおり、株式会社スピックインタ

ーナショナル（以下「スピックインターナショナル」といいます。）の株式を取得し、子会社

化することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式の取得の理由 

 当社は、厳しい経営環境が続く衣料品小売業界において、業績の回復を図るべく、不採算店舗

の閉鎖やコスト削減を主とする企業体質の強化策を進めてまいりました。その結果、売上規模は

縮小いたしましたが、2019 年２月期には営業黒字を計上することができました。しかしながら、

翌期には再び営業赤字となり、現在は新型コロナウィルス感染症の影響もあり、苦戦が続いてお

ります。 

現状につきましては、一定の企業体質強化は達成したものの、安定的に営業黒字を計上できる

状況には至っておらず、今後の成長を実現するためには、新規出店や新業態開発などが必要不可

欠であると判断しております。 

このような状況におきまして、当社は、成長戦略について検討を続けてまいりましたが、今回、

スピックインターナショナルの株式を取得して子会社化することといたしました。 

当社は、主として郊外型ショッピングモールにおいて、中価格帯のメンズ衣料中心のショップ

を運営し、その中では相対的に高単価であるブランドの販売力に強みがあるものと考えており

ます。 

今回、子会社化を予定しているスピックインターナショナルが所有するブランド、自社商品企

画能力、都市部ファッションビル中心の販売チャネルは、現在、当社が所有していない貴重な経

営資源であり、子会社化によって得られるシナジー効果は大きく、今後の成長に資するものと判

断しております。 
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２．異動する子会社の概要 

（１） 名 称 株式会社スピックインターナショナル 
（２） 所 在 地 東京都目黒区中目黒１－１－７１ 
（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 門田 敏宏 
（４） 事 業 内 容 衣料品等の製造、卸売、小売 
（５） 資 本 金 40 百万円 
（６） 設 立 年 月 日 1992 年３月 31 日 
（７） 大株主及び持株比率 株式会社 TSI ホールディングス 100.00％  
（８） 上場会社と当該会社との間の関係 

 資 本 関 係 該当事項はありません。 
 人 的 関 係 該当事項はありません。 
 取 引 関 係 該当事項はありません。 

（９） 最近３年間の経営成績及び財政状態 
決 算 期 2018 年２月期 2019 年２月期 2020 年２月期 
 純 資 産 1,334 992 774 
 総 資 産 2,142  2,065 1,852 
 １ 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 16,680.83 12,411.91 9,675.71 
 売 上 高 3,310  3,132  2,925 
 営 業 利 益 155   3   △216 

 経 常 利 益 156 4 △215 

 当 期 純 利 益 224 △150 △218 
 １株当たり当期純利益(円) 2,809.24 △1,881.92 △2,736.21 
 １ 株 当 た り 配当金(円) 2,387.00 - - 

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社 TSI ホールディングス 
（２） 所 在 地 東京都港区北青山 1-2-3 青山ビル 
（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 上田谷 真一 
（４） 事 業 内 容 傘下子会社及びグループ会社の事業活動の管理ならびにそれに付帯する業務 

（５） 資 本 金 15,000 百万円 
（６） 設 立 年 月 日 2011 年６月１日 
（７） 純 資 産 76,766 百万円 
（８） 総 資 産 154,234 百万円 
（９） 大 株 主 及 び 

持 株 比 率 
株式会社日本政策投資銀行  9.43％ 
株式会社日本カストディ銀行 5.04％ 

（10） 上場会社と当該会社との間の関係 
 資 本 関 係 該当事項はありません。 
 人 的 関 係 該当事項はありません。 
 取 引 関 係 該当事項はありません。 
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４．取得株式数及び取得前後の所有株式の状況 

(１) 異動前の所有株式数 -株 

（議決権の数：-個） 

（議決権所有割合：-％） 

(２) 取得株式数 80,000株 

（議決権の数：80,000個） 

(３) 取得価額 当事者間の秘密保持契約により、非開示とさせていただきます。 

(４) 異動後の所有株式数 80,000株 

（議決権の数：80,000個） 

（議決権所有割合：100.0％） 

 

５．日程 

(１) 取締役会決議日 2020年12月16日 

(２) 株式売買契約締結日 2021年２月28日 

(３) 株式譲渡実行日 2021年３月１日 

 

６．株式売買契約の前提条件 

株式売買契約の締結については、今後実施する、法務デューデリジェンス等において、重

大なリスクが発見されないことを条件としております。 

 

７．今後の見通し 

  株式譲渡実行日が2021年３月１日であるため、損益の連結決算は2022年２月期より開始と

なる予定です。従いまして、2021年２月期の業績に与える影響はございません。 

 

以上 


